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（２）資本金は、９１４百万円減額し、４，８３７百万円（前年度比15.9%減）

出資財産である宿舎を不要財産として売り払い国庫納付を行ったため、資本金を減額した。

（４）当期総利益は、２，５１２百万円

➤経常費用が経常収益を上回ったため、当期純損失を計上（118,859百万円－117,820百万円＝1,039百万円）
➤ 経常費用のうち、積立金を財源とする費用については、積立金取崩しによる収益化を行い、総利益計上となった。

（経常損失△1,039百万円＋前中期目標期間繰越積立金取崩額3,552百万円＝当期総利益2,512百万円）

（注）単位未満は切り捨てている。

（１）総資産は、３，５２５，７４７百万円（前年度比1.4%減）

➤事業用固定資産は群馬用水緊急改築事業の完了に伴う建設仮勘定からの振替増もあったが、これを上回る減額（減価償却・
除却・減損）があったため、67,904百万円の減（前年度比2.3％減）となった。

➤事業用建設仮勘定は、群馬用水緊急改築事業の完了に伴う振替減もあったが、これを上回る増額（建設事業の進捗）があ
ったため、56,936百万円の増（前年度比20.1％増）となった。

➤割賦元金は、建設期間中の償還開始による計上（利根導水路大規模地震対策事業）があったが、これを上回る減額（利
水者からの回収）があったため、34,305百万円の減（前年度比9.4%減）となった。

（３）利益剰余金は、１，１０６百万円減額し、７９，６２１百万円（前年度比1.3％減）

前中期目標期間から繰り越した利益剰余金80,728百万円について、損益計算の結果、当期未処分利益が2,512百万円
の計上となったが、積立金の使途に沿った経費の発生による取崩（3,619百万円）があったため、1,106百万円の減と
なった。

平成３０事業年度財務諸表のポイント
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（１）貸借対照表

4
（注）単位未満は切り捨てている。



（２）主要な資産の動向 ①

2,853,024百万円 2,785,120百万円

要因
管理業務等の実施に伴う取得 3,881百万円

事業完了に伴う振替

群馬用水緊急改築 3,013百万円

6,895百万円増

事業用固定資産 ※財務諸表P21参照

要因
減価償却 73,958百万円
除却・減損 840百万円

74,799百万円減

形態別に分類し計上

構築物（ダム、水路、堰本体）

建物（管理事務所、管理用宿舎）

機械装置（ダム制御用設備、選択取水設備）外

H30年度末H29年度末
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（注）単位未満は切り捨てている。



（２）主要な資産の動向 ②

339,538百万円

要因
事業完了等に伴う振替

群馬用水緊急改築 3,027百万円
利根導水路大規模地震対策＊ 24百万円

管理業務実施に伴うもの等 1,242百万円

＊建設期間中の償還開始に伴う精算（建設

利息相当のみ）

H30年度末H29年度末
282,602百万円

4,295百万円

要因
建設事業の進捗 59,926百万円
管理業務実施に伴う計上 1,305百万円
（仕掛かり中のもの）

61,231百万円増

事業用建設仮勘定 ※財務諸表P21参照

ダム・用水路等の新築・改築事業等の実施に係る経費（建設利息を含む）等を計上
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（注）単位未満は切り捨てている。

減



（２）主要な資産の動向 ③

（注1）単位未満は切り捨てている。（注2）流動資産と固定資産に計上している金額の合計を記載。
328,798百万円

H30年度末H29年度末
363,104百万円

要因
既定償還受入 36,650百万円
一時支払受入 245百万円
繰上償還受入 3,005百万円

39,901百万円

要因
建設期間中の償還開始に伴う精算

利根導水路大規模地震対策5,596百万円

5,596百万円増

減

割賦元金 ※財務諸表P34参照

新築・改築事業に借入金等を充当し、事業完了後利水者より割賦等償還を受けることとなる金額を計上
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（３）主要な負債の動向 ①

290,714百万円

H30年度末H29年度末
315,470百万円

12,000百万円

H30年度末H29年度末
14,000百万円

要因
当期償還

6,000百万円

要因
新規発行

4,000百万円増

減

長期借入金 ※財務諸表P24参照

要因
当期返済

38,893百万円

要因
新規借入財政融資資金 6,000百万円

民間借入金 8,137百万円

14,137百万円増

減

水資源債券 ※財務諸表P24参照

8 （注1）単位未満は切り捨てている。 （注2）流動負債と固定負債に計上している金額の合計を記載。



25,633百万円 25,077百万円

要因
経年による増 1,226百万円

割引率低下等による増 394百万円

年金資産増 △ 319百万円

1,301百万円増

要因
退職手当の支給 1,401百万円
企業年金基金への拠出 440百万円
整理資源負担金の拠出 14百万円

1,857百万円減

役職員へ支給する退職手当、確定給付企業年金から支払われる年金給付などに係る引当金を計上

退職給付引当金＝退職給付債務（ＰＢＯ）－企業年金基金保有の年金資産

ＰＢＯは、将来の支給見込額を算定、そのうち現時点まで発生している部分につき現在価値に割り引いて算定。

支給見込額の算定は死亡率や離職率などの基礎率を用いて算定。

現在価値に割り引く割引率は期末における安全性の高い債券の利回りを基礎として決定（Ｈ29末 0.4%,Ｈ30末0.3%）

H30年度末H29年度末
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（３）主要な負債の動向 ②
退職給付引当金 ※財務諸表P15～17,P25参照

（注）単位未満は切り捨てている。



（４）利益剰余金の動向

（77,109百万円）
H30年度末H29年度末

80,728百万円
（うち未処分利益20,447百万円）

79,621百万円

利益剰余金 ※財務諸表P26参照

減1,106百万円

内訳
資産取得対応 67百万円(H29  3,167)
（資産見返負債又は資本剰余金へ）

費用対応 3,552百万円(H29  6,302)
（収益化）

3,619百万円積立金取崩しによる減

当期未処分利益
2,512百万円

10 （注）単位未満は切り捨てている。



（５）損益計算書 ①
損益計算の流れ ※財務諸表P4,5
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（注）単位未満は切り捨てている。



（５）損益計算書 ②

純利益等財務データの推移

12 （注）単位未満は切り捨てている。



（５）損益計算書 ③

財務収支差の推移（機構設立以降）

13
（注）単位未満は切り捨てている。



（６）キャッシュ・フロー計算書 ※財務諸表P6
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（注）単位未満は切り捨てている。



（７）行政サービス実施コスト計算書
※財務諸表Ｐ７
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損益計算書上の費用だけではとらえきれない国民が負担するコストを計算したもの

⇒損益計算書上の費用から自己収入（国・地方の財政措置は含まない）を控除、これに損益外処
理（※）を行ったものを加算

※損益外処理 ～ 独法の損益計算書の役割に照らして費用として扱うべきでない資源消費額

（注）単位未満は切り捨てている。



（８）開示すべきセグメント情報 ① ※財務諸表P30,31

中期目標等における一定の事業等のまとまりごとの区分に基づき作成

「水資源開発施設等の管理業務」・「ダム等建設業務」・「用水路等建設業務」の３区分
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水資源開発施設
等の管理業務

ダム等
建設業務

用水路等
建設業務

計 法人共通 合計

110,042 484 239 110,767 8,092 118,859

109,011 484 239 109,735 8,085 117,820

△ 1,031 - - △ 1,031 △ 7 △ 1,039

- - - - 346 346

- - - - 346 346

△ 1,031 - - △ 1,031 △ 7 △ 1,039

1,206 - - 1,206 2,346 3,552

174 - - 174 2,338 2,512

59,342 213 152 59,707 125 59,833

2,802,787 302,940 41,903 3,147,631 378,116 3,525,747

（単位：百万円）

事業損益　③＝②－①

臨時損失　④

臨時利益　⑤

事業費用　①

総資産

当期純損益　⑥＝③－④＋⑤

前中期目標期間
繰越積立金取崩額　⑦

当期総損益　⑧＝⑥＋⑦

行政サービス実施コスト

事業収益　②

（注）単位未満は切り捨てている。



（８）開示すべきセグメント情報 ②
● 主務省令による区分経理 ※独立行政法人水資源機構の財務及び会計等に関する省令第5条

追加的に開示するセグメント情報として整理

「一般勘定」・「愛知用水事業特別勘定」・「豊川用水事業特別勘定」の３区分
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（注）単位未満は切り捨てている。

一般勘定
愛知用水事業
特別勘定

豊川用水事業
特別勘定

計

115,214 1,759 1,886 118,859

114,069 1,866 1,883 117,820

△ 1,144 107 △ 2 △ 1,039

346 - - 346

346 - - 346

△ 1,144 107 △ 2 △ 1,039

3,435 108 8 3,552

2,290 216 6 2,512

58,997 328 508 59,833

3,494,002 19,499 12,246 3,525,747

（単位：百万円）

事業費用　①

事業収益　②

事業損益　③＝②－①

総資産

臨時損失　④

臨時利益　⑤

当期純損益　⑥＝③－④＋⑤

前中期目標期間
繰越積立金取崩額　⑦

当期総損益　⑧＝⑥＋⑦

行政サービス実施コスト

※財務諸表P32,33


